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公益財団法人京都大学iPS細胞研究財団特定費用準備資金取扱規程 

 

 (目的) 

第１条 この規程は、公益財団法人京都大学 iPS細胞研究財団定款（以下「定款」という。）

第１１条第３項の規定に基づき、特定費用準備資金及び特定の資産の取得又は改良に充

てるために保有する資金の取扱いについて定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１）特定費用準備資金 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規

則(以下「認定法施行規則」という。）第１８条第１項本文に定める将来の特定の

活動の実施のために特別に支出する費用（事業費又は管理費として計上されること

となるものに限る。）に係る支出に充てるための資金をいう。 

（２）特定資産取得･改良資金 認定法施行規則第２２条第３項第３号に定める特定の資

産の取得又は改良に充てるために保有する資金をいう。 

（３）特定費用準備資金等 上記（１）及び（２）を総称する。 

 

（特定費用準備資金の保有に係る理事会承認手続き） 

第３条 公益財団法人京都大学iPS細胞研究財団（以下「財団」という。）が、前条の特

定費用準備資金を保有しようとするときは、理事長は、事業ごとに、その資金の名称、

将来の特定の活動の名称、内容、計画期間、活動の実施予定時期、積立額、その算定根

拠を理事会に提示し、理事会は、次の要件を充たす場合において、事業ごとに、承認す

るものとする。 

（１）その資金の目的である活動を行うことが見込まれること。 

（２）積立限度額が合理的に算定されていること。 

 

（特定費用準備資金の管理・取崩し等） 

第４条 前条の特定費用準備資金には、貸借対照表及び財産目録上名称を付した特定資産

として、他の資金（他の特定費用準備資金を含む）と明確に区分して管理する。 

２ 前項の資金は、その資金の目的である支出に充てる場合を除くほか、取り崩すことが

できない。 

３ 前項にかかわらず、目的外の取崩しを行う場合には、理事長は、取崩しが必要な理由

を付して理事会に付議し、その決議を得なければならない。積立計画の中止、積立限度

額及び積立期間の変更についても同様とする。 

 

（特定資産取得･改良資金の保有に係る理事会承認手続き） 
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第６条 財団が、前条の特定資産取得・改良資金を保有しようとするときは、理事長は、

資産ごとに、その資金の名称、対象となる資産の名称、目的、計画期間、資産の取得又

は改良等（以下「資産取得等」という。）の予定時期、資産取得等に必要な最低額、そ

の算定根拠を理事会に提示し、理事会は、次の要件を充たす場合において、資産ごと

に、承認するものとする。 

（１）その資金の目的である資産を取得し、又は改良することが見込まれること。 

（２）その資金の目的である資産取得等に必要な最低額が合理的に算定されていること。 

 

（特定資産取得･改良資金の管理・取崩し等） 

第７条 前条の特定資産取得・改良資金については、貸借対照表及び財産目録上名称を付

した特定資産として、他の資金（他の特定資産取得・改良資金を含む）と明確に区分し

て管理する。 

２ 前項の資金については、その資金の目的である支出に充てる場合を除くほか、取り崩

すことができない。 

３ 前項にかかわらず、目的外の取崩しを行う場合には、理事長は、取崩しが必要な理由

を付して理事会に付議し、その決議を得なければならない。積立計画の中止、資産取得

等に必要な最低額及び積立期間の変更についても同様とする。 

 

（特定費用準備資金等の公表） 

第８条 特定費用準備資金等の公表について、資金の取崩しに係る手続き並びに特定費用

準備資金については積立限度額及びその算定根拠を、特定資産取得・改良資金について

は資産取得等に必要な最低額及びその算定根拠を、定款第４９条第１項による事務所に

おける書類の備置き及び同条第２項による閲覧を行う。 

 

（特定費用準備資金等の経理処理） 

第９条 特定費用準備資金については、公益認定法施行規則第１８条第１項、第２項、第

４項、第５項及び第６項に基づき、経理処理を行う。 

２ 特定資産取得・改良資金については、公益認定法施行規則第２２条第４項の準用規定

に基づき、経理処理を行う。 

 

（その他） 

第１０条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が理事会の承認を得て別に定める

ものとする。 

 

 附則 

この規程は、一般財団法人京都大学 iPS細胞研究財団の設立の登記の日から施行する。 


